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[単位：円]

資産の部

Ⅰ　固定資産

　1　有形固定資産

　　　土地 5,794,000,000

　　　建物 10,791,613,030 　　　　　

　　　　　減価償却累計額 △ 890,393,552 9,901,219,478

　　　構築物 249,677,693

　　　　　減価償却累計額 △ 75,376,746 174,300,947

　　　機械装置 27,672,750

　　　　　減価償却累計額 △ 12,723,656 14,949,094

　　　工具器具備品 1,594,559,801

　　　　　減価償却累計額 △ 851,290,231 743,269,570

　　　図書 2,735,510,978

　　　美術品 6,280,000

　　　船舶 2,996,367

　　　　　減価償却累計額 △ 1,519,284 1,477,083

　　　車両運搬具 8,646,148

　　　　　減価償却累計額 △ 1,032,157 7,613,991

　　　有形固定資産合計 19,378,621,141

　2　無形固定資産

　　　ソフトウェア 24,811,507

　　　その他の無形固定資産 50,000

　　　無形固定資産合計 24,861,507

　　　　 固定資産合計 19,403,482,648

Ⅱ　流動資産

　　　現金及び預金 1,235,776,997

　　　未収学生納付金収入 3,353,620

　　　その他未収入金 419,065,977

　　　たな卸資産 2,396,772

　　　前払費用 141,188

　　　未収収益 27,876

　　　その他の流動資産 2,524,098

　　　　 流動資産合計 1,663,286,528

　　　　　　資産合計 21,066,769,176

貸　借　対　照　表
（平成21年3月31日）
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負債の部

Ⅰ　固定負債

　　  資産見返負債

　　　　資産見返運営費交付金等 304,068,903

　　　　資産見返補助金等 208,022

　　　　資産見返寄附金 100,281,596

　　　　資産見返物品受贈額 2,618,152,933 3,022,711,454

　　　退職給付引当金 2,602,568

　　　長期未払金 304,903,733

　　　　固定負債合計 3,330,217,755

Ⅱ　流動負債

　　　寄附金債務 299,140,862

　　　前受受託研究費等 27,142,200

　　　未払金 1,052,129,029

　　　未払費用 13,104,830

      未払消費税等 1,212,200

　　　預り金 50,662,010

　　　賞与引当金 2,752,179

　　　　流動負債合計 1,446,143,310

　　　　　　負債合計 4,776,361,065

資本の部

Ⅰ　資本金

　　　県出資金 15,887,057,000

　　　　　資本金合計 15,887,057,000

Ⅱ　資本剰余金

　　　資本剰余金 966,950,478

　　　損益外減価償却累計額（-） △ 965,554,359

　　　　　資本剰余金合計 1,396,119

Ⅲ　利益剰余金

     教育研究の質の向上およ
　 　び組織運営の改善積立金 268,037,002

　　　当期未処分利益 133,917,990

　　 （うち当期総利益） (133,917,990)

　　　　　利益剰余金合計 401,954,992

　　　　　　資本合計 16,290,408,111

　　　　　　負債資本合計 21,066,769,176
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[単位：円]
経常費用
　業務費
　　　教育経費 508,690,281
　　　研究経費 340,883,100
　　　教育研究支援経費 380,060,975
　　　受託研究費等 103,839,878
　　　受託事業費等 44,497,427
　　　役員人件費 94,697,839
　　　教員人件費
　　　　常勤教員給与 2,176,765,630
　　　　非常勤教員給与 88,951,617 2,265,717,247
　　　職員人件費
　　　　常勤職員給与 465,130,468
　　　　契約職員給与 152,918,383 618,048,851 4,356,435,598
　一般管理費 270,707,795
　財務費用
　　　支払利息 8,507,712 8,507,712
　経常費用合計 4,635,651,105

経常収益
　運営費交付金収益 2,592,430,656
　授業料収益 1,383,500,500
　入学金収益 262,753,500
　検定料収益 60,340,200
　受託研究等収益
　　　国または地方公共団体からの受託研究等収益 20,110,103
　　　その他の団体からの受託研究等収益 85,745,443 105,855,546
　受託事業等収益
　　　国または地方公共団体からの受託事業等収益 44,512,244 44,512,244
　寄附金収益 68,134,086
　資産見返負債戻入
　　　資産見返物品受贈額戻入 79,664,741
　　　資産見返運営費交付金等戻入 21,484,856
　　　資産見返寄附金等戻入 15,510,424 116,660,021
　財務収益
　　　受取利息 1,450,841 1,450,841
　雑益
　　　財産貸付料収益 23,715,637
　　　証明書発行手数料収益 744,010
      物品受贈益 7,786,371
　　　間接費収入 30,247,040
　　　その他雑益 12,312,223 74,805,281
　経常収益合計 4,710,442,875

経常利益 74,791,770

臨時損失
　固定資産除却損 579,600
　災害損失 579,600
　臨時損失合計 1,159,200

臨時利益
　資産見返物品受贈額戻入 579,600
　その他臨時利益 753,480
　臨時利益合計 1,333,080

当期純利益 74,965,650

目的積立金取崩額 58,952,340

当期総利益 133,917,990

損  益  計  算  書
(平成20年4月1日～平成21年3月31日）
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Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品またはサービスの購入による支出 △ 968,467,039
人件費支出 △ 2,973,316,960
その他の業務支出 △ 260,955,268
運営費交付金収入 2,724,828,000
授業料収入 1,325,961,505
入学金収入 262,753,500
検定料収入 60,340,200
受託研究等収入 98,949,274
受託事業等収入 35,655,066
補助金等収入 5,000,000
寄附金収入 71,435,488
預り研究費補助金等による増減 △ 2,643,144
その他収入 68,225,208

業務活動によるキャッシュ・フロー 447,765,830

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産および無形固定資産の取得による支出 △ 527,555,244
施設費による収入 359,340,000
定期預金の払戻による収入 400,000,000
定期預金への預入による支出 △ 500,000,000

小計 △ 268,215,244
利息および配当金の受取額 1,462,855

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 266,752,389

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出 △ 202,569,740

小計 △ 202,569,740
利息の支払額 △ 8,699,839

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 211,269,579

Ⅳ 資金に係る換算差額 -                           
Ⅴ 資金増加額（または減少額) △ 30,256,138
Ⅵ 資金期首残高 766,033,135
Ⅶ 資金期末残高 735,776,997

（平成20年4月1日～平成21年3月31日）

［単位:円］

  キャッシュ・フロー計算書 　
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[単位：円]

Ⅰ　当期未処分利益 133,917,990

　　　　

　　　当期総利益 133,917,990

Ⅱ　利益処分額

　　　（１）　積立金 21,811,865

　　　（２）　地方独立行政法人法第４０条第３項の規定により

　　　　　　滋賀県知事の承認を受けた額

教育研究の質の向上および組織運営の改善積立金 112,106,125 133,917,990

利益の処分に関する書類

（平成21年９月９日）
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［単位：円］

Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用

業務費 4,356,435,598

一般管理費 270,707,795

財務費用 8,507,712

臨時損失 1,159,200 4,636,810,305

（２）(控除)自己収入等

授業料収益 △ 1,383,500,500

入学金収益 △ 262,753,500

検定料収益 △ 60,340,200

受託研究等収益 △ 105,855,546

受託事業等収益 △ 44,512,244

寄附金収益 △ 68,134,086

資産見返寄附金戻入 △ 15,510,424

財務収益 △ 1,450,841

雑益 △ 36,771,870

臨時利益 △ 753,480

資産見返運営費交付金等戻入 △ 89,326 △ 1,979,672,017

業務費用合計 2,657,138,288

Ⅱ　損益外減価償却相当額

損益外減価償却相当額 311,209,457 311,209,457

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額 △ 78,739,512

Ⅳ　機会費用

国または地方公共団体財産の
無償または減額された使用料に
よる貸借取引の機会費用 43,009,000

地方公共団体出資の機会費用 209,861,656 252,870,656

Ⅴ　(控除)設立団体納付額 -

Ⅵ　行政サービス実施コスト 3,142,478,889

行政サービス実施コスト計算書

(平成20年4月1日～平成21年3月31日）
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注記事項 

 
Ⅰ 重要な会計方針 

 １ 運営費交付金収益の計上基準 

   期間進行基準を採用しています。なお、退職一時金については費用進行基準を採用して

います。 

 

 ２ 減価償却の会計処理方法 

  (1) 有形固定資産 

    定額法を採用しています。 

    耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準とし、県から承継した固定資産に

ついては承継時の残存耐用年数で減価償却しています。なお、リース資産は、リース期

間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法を採用しております。 

主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

  建 物   ２年～４５年 

構 築 物   ２年～４０年  

機 械 装 置    ８年 

工具器具備品     ２年～１２年 

車 両 運 搬 具   ４年～６年 

   船 舶    ６年 

また、特定の償却資産(地方独立行政法人会計基準第 84)の減価償却相当額につい

ては、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しています。 

（追加情報） 

当事業年度より、機械装置の耐用年数については法人税法の改正を契機として、そ

の使用状況に基づき年数の見直しを行い、一部の機械装置について耐用年数を変更し

ています。 

この変更が損益に与える影響は軽微です。 

  (2) 無形固定資産 

定額法を採用しています。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用期間(5 年)に基づい

ています。 

 

 ３ 退職給付に係る引当金および見積額の計上基準 

   ① 特定有期雇用教職員の退職に備えるため、当該事業年度末における自己都合要支 

給額を計上しています。 
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② 特定有期雇用教職員以外の教職員の退職一時金については、運営費交付金により 

財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しておりません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方 

独立行政法人会計基準第 85-4 に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金 

の当期増加額を計上しています。 

 

 ４ 賞与に係る引当金および見積額の計上基準 

   ① 特定有期雇用教職員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間に応じた支給見 

積額を計上しています。 

 

② 特定有期雇用教職員以外の教職員の賞与については、運営費交付金により財源措 

置がなされるため、賞与に係る引当金は計上しておりません。 

 

５ たな卸資産の評価基準および評価方法 

   貯蔵品：最終仕入原価法 

   仕掛品：個別法による原価法 

 

６ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

  (1) 国または地方公共団体の無償または減額された使用料による貸借取引の機会費用の

計算方法 

近隣の賃借料を参考に算出していますが、これにより難い場合は滋賀県行政財産使

用料条例に基づき算出しています。 

  (2) 地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

     10 年利付き国債の平成 21 年 3 月末利回りを参考に 1.340%で計算しています。 

 

 ７ リース取引の会計処理 

   リース料総額が３百万円以上のファイナンスリース取引については、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

 ８ 消費税等の会計処理 

   消費税および地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。 

 

Ⅱ 「貸借対照表」注記 

翌期以降の運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 1,650,782,117 円 

    （滋賀県からの派遣職員に対する退職給付見積額は上記金額から除いています。） 
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Ⅲ 「キャッシュ・フロー計算書」注記 

 １ 資金の期末残高の貸借対照表表示科目別の内訳 

    現金及び預金  １，２３５，７７６，９９７円 

    定 期 預 金   △５００，０００，０００円 

    資金期末残高    ７３５，７７６，９９７円 

 

  

２ 重要な非資金取引 

    現物寄附（科研費）による受入 

     工具器具備品  ２２，１６６，０９０円 

     図書    ８，０４８，７２２円 

     管理物品（備品費処理）  ７，７８６，３７１円 

    ファイナンスリースによる資産の取得 

     工具器具備品      ２４５，３６４，９７６円 

     

Ⅳ 「行政サービス実施コスト計算書」注記 

  (1) 引当外退職給付増加見積額の中には、滋賀県からの派遣職員に係る 16,696,858 円

が含まれています。 

  (2) 機会費用の内訳 

    機会費用はすべて設立団体(滋賀県)に係るものです。 

 

Ⅴ 重要な債務負担行為 

  該当する事項はありません。 

 

Ⅵ 重要な後発事象 

  該当する事項はありません。 
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（１）　固定資産の取得および処分ならびに減価償却費（第８４「特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細

当期償却額

建物 10,049,458,207     742,154,823      -                 10,791,613,030     890,393,552   290,139,852   9,901,219,478      

構築物 238,738,793         -                     -                 238,738,793         75,160,807    21,069,605    163,577,986        

計 10,288,197,000     742,154,823      -                 11,030,351,823     965,554,359   311,209,457   10,064,797,464    

構築物 1,995,000            8,943,900          -                 10,938,900          215,939        182,689        10,722,961          

機械装置 27,672,750          -                     -                 27,672,750          12,723,656    2,811,657      14,949,094          

工具器具備品 1,217,099,737      382,939,785      5,479,721      1,594,559,801      851,290,231   304,789,420   743,269,570        

図書 2,689,488,710      55,406,768        9,384,500      2,735,510,978      -                 -                 2,735,510,978      

船舶 2,996,367            -                     -                 2,996,367            1,519,284      506,428        1,477,083            

車両運搬具 829,099              7,817,049          -                 8,646,148            1,032,157      1,014,884      7,613,991            

計 3,940,081,663      455,107,502      14,864,221    4,380,324,944      866,781,267   309,305,078   3,513,543,677      

土地 5,794,000,000      -                     -                 5,794,000,000      -                 -                 5,794,000,000      

美術品・収蔵品 6,280,000            -                     -                 6,280,000            -                 -                 6,280,000            

建設仮勘定 16,542,758          359,340,000      375,882,758   -                       -                 -                 -                       

計 5,816,822,758      359,340,000      375,882,758   5,800,280,000      -                 -                 5,800,280,000      

土地 5,794,000,000      -                     -                 5,794,000,000      -                 -                 5,794,000,000      

建物 10,049,458,207     742,154,823      -                 10,791,613,030     890,393,552   290,139,852   9,901,219,478      

構築物 240,733,793         8,943,900          -                 249,677,693         75,376,746    21,252,294    174,300,947        

機械装置 27,672,750          -                     -                 27,672,750          12,723,656    2,811,657      14,949,094          

工具器具備品 1,217,099,737      382,939,785      5,479,721      1,594,559,801      851,290,231   304,789,420   743,269,570        

図書 2,689,488,710      55,406,768        9,384,500      2,735,510,978      -                 -                 2,735,510,978      

美術品・収蔵品 6,280,000            -                     -                 6,280,000            -                 -                 6,280,000            

船舶 2,996,367            -                     -                 2,996,367            1,519,284      506,428        1,477,083            

車両運搬具 829,099              7,817,049          -                 8,646,148            1,032,157      1,014,884      7,613,991            

建設仮勘定 16,542,758          359,340,000      375,882,758   -                       -                 -                 -                       

計 20,045,101,421     1,556,602,325    390,746,979   21,210,956,767     1,832,335,626 620,514,535   19,378,621,141    

ソフトウェア 51,513,762          5,423,250          -                 56,937,012          32,125,505    14,933,801    24,811,507          

電話加入権 50,000                -                     -                 50,000                -                 -                 50,000                

計 51,563,762          5,423,250          -                 56,987,012          32,125,505    14,933,801    24,861,507          

附属明細書

摘要当期減少額 期末残高

減価償却累計額

差引当期末残高

（単位：円）

資　産　の　種　類 期首残高 当期増加額

非償却資産

有形固定資産
（特定償却資
産）

無形固定資産

有形固定資産
（特定償却資産
以外）

有形固定資産
の合計

11



（２）　たな卸資産の明細

[単位：円]

当期購入・製造・振替 その他 払出・振替 その他

仕掛品 3,872,988    2,384,332               -        3,872,988     -        2,384,332    （注）１

貯蔵品 16,910        12,440                   -        16,910         -        12,440        

計 3,889,898    2,396,772               -        3,889,898     -        2,396,772    

(注)１　複数年契約による受託研究費は 終年度に収益化を行うため、今年度執行分を仕掛品に計上しています。

期末残高 摘要種　　類 期首残高
当期増加額 当期減少額
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（３）　有価証券の明細

（３）－１　流動資産として計上した有価証券

　　該当事項はありません。

（３）－２　投資その他の資産として計上した有価証券

　　該当事項はありません。

（４）　長期貸付金の明細

　　該当事項はありません。

（５）　長期借入金の明細

　　該当事項はありません。

（６）　引当金の明細

（６）－１　引当金の明細 [単位：円]

目的使用 その他

賞与引当金 2,702,400     2,752,179     2,702,400     -                2,752,179  

2,702,400     2,752,179     2,702,400     -                2,752,179  

（６）－２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

　　該当事項はありません。

（６）－３　退職給付引当金の明細 [単位：円]

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

1,398,836     1,203,732     -                2,602,568  

1,398,836     1,203,732     -                2,602,568  

-                -                -                -             

-                -                -                -             

-                -                -                -             

1,398,836     1,203,732     -                2,602,568  

（７）　保証債務の明細

　　該当事項はありません。

年金資産

退職給付引当金

退職給付債務合計額

退職一時金に係る債務

厚生年金基金に係る債務

未認識過去勤務債務及び
未認識数理計算上の差異

期末残高 摘　要

合　　　　計

区　　　　分

区　　　　分 期首残高 当期増加額
当期減少額
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（８）　資本金および資本剰余金の明細

[単位：円]

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

県出資金 15,887,057,000   -                  -                 15,887,057,000   (注)１

計 15,887,057,000   -                  -                 15,887,057,000   

無償譲与 201,470,000       -                  -                 201,470,000       (注)２

目的積立金 23,325,655     -                 23,325,655        (注)３

運営費交付金 18,587,223     18,587,223        (注)４

施設費 723,567,600    723,567,600       (注)５

計 201,470,000       765,480,478    -                 966,950,478       

損益外減価償却累計額 △654,344,902   △311,209,457 -                 △965,554,359   

差引計 △452,874,902   454,271,021    -                 1,396,119          

(注)１　設立団体(滋賀県)からの現物出資によるものです。

(注)２　設立団体(滋賀県)からの無償譲与によるものです。

(注)３　目的積立金を財源とする固定資産の取得によるものです。

(注)４　運営費交付金を財源とする建物の取得によるものです。

(注)５　施設費を財源とする建物の取得によるものです。

（９）　積立金等の明細および目的積立金の取崩しの明細

（９）－１　積立金の明細 [単位：円]

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

141,648,445       208,666,552    82,277,995    268,037,002       (注)１

141,648,445       208,666,552    82,277,995    268,037,002       

（９）－２　目的積立金の取崩しの明細 [単位：円]

目的積立金取崩額

その他

計

区　　分

資本金

区　　分

教育研究の質の向上および組織運営の
改善積立金

計

(注)１　当期増加額は、前期利益処分によるものです。当期減少額は、当該積立金の使途に沿った資産の購入
　　　および費用の発生によるものです。

教育研究の質の向
上および組織運営
の改善積立金

58,952,340                              

23,325,655                              

82,277,995                              

資本剰余金

教育研究目的の資産購入による

教育研究目的の費用発生による

区　　分 金額 摘要
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(１０)　運営費交付金債務および運営費交付金収益の明細
（１０）-１　運営費交付金債務

[単位：円]

運営費交付金
収益

資産見返
運営費交付金

建設仮勘定
見返運営費

交付金

資本
剰余金

小計

平成20年度 - 2,724,828,000 2,592,430,656 130,352,879 0 2,044,465 2,724,828,000 0

計 - 2,724,828,000 2,592,430,656 130,352,879 0 2,044,465 2,724,828,000 0

（１０）-２　運営費交付金収益
[単位：円]

期間進行基準

費用進行基準

区分

2,592,430,656 2,592,430,656計

2,374,110,305

218,320,351

平成20年度交付分 合　　計

2,374,110,305

218,320,351

交付年度 期首残高
交付金当期

交付額
期末残高

当期振替額
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（１１）　地方公共団体等からの財源措置の明細

（１１）－１　施設費の明細 [単位：円]

建設仮勘定
見返補助金

等

資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益計上

公立大学法人滋賀県
立大学施設整備費補
助金

723,567,600 - - 723,567,600 - -

合　　計 723,567,600 - 0 723,567,600 - -

（１１）－２　補助金等の明細

　　該当事項はありません。

区　　分 当期交付額

当期振替額

摘要
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（１２）　役員および教職員の給与の明細

[単位：円、人]

支給額 支給人員 支給額 支給人員

常勤 63,746,261 5 22,895,575 3

非常勤 2,098,160 4 - -

計 65,844,421 9 22,895,575 3

常勤 2,199,671,758 260 195,424,776 17

非常勤 231,624,942 197 - -

計 2,431,296,700 457 195,424,776 17

常勤 2,263,418,019 265 218,320,351 20

非常勤 233,723,102 201 - -

計 2,497,141,121 466 218,320,351 20

(注１）　役員に対する報酬等の支給基準について

　　　公立大学法人滋賀県立大学役員報酬規程、公立大学法人滋賀県立大学役員報酬の特例に関する規程および

　　公立大学法人滋賀県立大学役員退職手当規程に基づき支給しています。

（注２）　教職員に対する給与および退職手当の支給基準について

　　　公立大学法人滋賀県立大学職員給与規程、公立大学法人滋賀県立大学職員の給与の特例に関する規程、公

　　立大学法人滋賀県立大学職員退職手当規程、公立大学法人滋賀県立大学非常勤職員就業規則および公立大

　　学法人滋賀県立大学契約職員就業規則他に基づき支給しています。

（注３）　役員および教職員の報酬または給与の支給人員数は、年間平均支給人員数を記載しています。

（注４）　教職員の報酬または給与の支給額および支給人員のうち、常勤の教職員に係るものには、受託事業費の給与

　　（16,727,306円、2名分）を含んでいます。

　　　また、非常勤の教職員に係るものには、受託事業費の給与（8,696,360円、6名分）および受託研究費等の給与

　　（714,800円、1名分）を含んでいます。

（注５）　支給額には法定福利費を含んでいません。

（１３）　開示すべきセグメント情報

　当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略しています。

退職給付

役員

教職員

合　計

区　　分
報酬または給与
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（１４）　業務費および一般管理費の明細
[単位：円]

教育経費
消耗品費 113,841,103
備品費 40,997,300
印刷製本費 17,130,358
水道光熱費 85,000,604
旅費交通費 12,111,267
通信運搬費 2,998,375
賃借料 12,427,409
車両燃料費 414,934
福利厚生費 41,319
保守費 5,227,863
修繕費 14,462,262
損害保険料 69,435
広告宣伝費 3,342,250
行事等 2,260,203
諸会費 821,030
会議費 2,600
報酬・委託・手数料 65,718,553
奨学費 55,666,575
減価償却費 71,434,782
交際費 3,044
租税公課 7,235
文献複写料 121,928
雑費 4,589,852 508,690,281

研究経費
消耗品費 88,201,464
備品費 32,305,677
印刷製本費 7,478,495
水道光熱費 41,102,509
旅費交通費 56,080,724
通信運搬費 3,881,812
賃借料 5,176,416
車両燃料費 34,552
保守費 17,875,362
修繕費 8,898,595
損害保険料 11,940
広告宣伝費 296,200
行事等 10,120
諸会費 5,368,642
会議費 27,705
報酬・委託・手数料 31,965,507
減価償却費 38,398,382
文献複写料 707,248
雑費 3,061,750 340,883,100

教育研究支援経費
消耗品費 51,946,514
備品費 167,370
印刷製本費 1,429,362
水道光熱費 20,214,457
旅費交通費 2,349,449
通信運搬費 1,910,819
賃借料 25,747,435
保守費 2,499,216
修繕費 3,411,135
損害保険料 8,000
広告宣伝費 595,950
諸会費 3,399,650
会議費 24,046
報酬・委託・手数料 71,216,071
減価償却費 190,490,284
文献複写料 2,778
雑費 4,648,439 380,060,975
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受託研究費等 103,839,878

受託事業費等 44,497,427

役員人件費
報酬 44,927,400
通勤手当 1,326,724
賞与 19,590,297
退職金 22,895,575
法定福利費 5,957,843 94,697,839

教員人件費
　常勤教員給与

給料 1,136,061,904
通勤手当 44,205,847
その他手当 101,335,990
賞与 482,822,125
賞与引当金繰入額 1,266,522
退職金 193,099,776
退職給付引当金繰入額 679,092
法定福利費 217,294,374 2,176,765,630

　非常勤教員給与
給料 75,853,200
出講旅費 11,475,076
法定福利費 1,623,341 88,951,617 2,265,717,247

職員人件費
　常勤職員給与

給料 238,403,718
通勤手当 10,025,301
その他手当 66,571,433
賞与 102,251,612
退職金 2,325,000
法定福利費 45,553,404 465,130,468

　契約職員給与
給料 125,754,910
通勤手当 8,709,104
その他手当 421,492
法定福利費 18,032,877 152,918,383 618,048,851

一般管理費
消耗品費 18,293,054
備品費 1,617,710
印刷製本費 835,590
水道光熱費 20,726,375
旅費交通費 3,657,518
通信運搬費 6,621,049
賃借料 5,670,024
車両燃料費 949,887
福利厚生費 75,940
保守費 17,071,351
修繕費 7,706,605
損害保険料 5,670,380
広告宣伝費 525,000
諸会費 3,416,120
会議費 63,360
報酬・委託・手数料 161,964,214
減価償却費 9,889,060
交際費 35,000
租税公課 4,829,233
文献複写料 384,790
雑費 705,535 270,707,795
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（１５）　上記以外の主な資産、負債、費用および収益の明細

　　現金及び預金の明細 [単位：円]

区    分 期末残高 備　　考

現金 410,892

普通預金 735,366,105

定期預金 500,000,000

計 1,235,776,997

　　資産見返物品受贈額の明細 [単位：円]

区    分 期末残高 備　　考

工具器具備品 85,982,424

図書 2,522,651,281

船舶 1,477,083

ソフトウェア 8,042,145

計 2,618,152,933

　　長期未払金の明細 [単位：円]

区    分 期末残高 備　　考

長期リース債務 304,903,733

計 304,903,733

　　未払金の明細 [単位：円]

区    分 期末残高 備　　考

物件費 664,380,384

人件費 200,482,342

リース債務 187,266,303 １年以内に支払期限の到来するもの

計 1,052,129,029

　　寄付金債務の明細 [単位：円]

区    分 期末残高 備　　考

旧（財）滋賀総合研究所 144,284,462

旧（財）滋賀県大学等学術文化振興財団 55,299,772

その他 99,556,628

計 299,140,862
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